
※ 平成30年度から令和4年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、有形固定資産減価償却率、FIT・FIP収入割合については、令和4年度の団体数を基に平均値を算出しています。
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全体総括

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04 　令和2年3月に策定した第5期経営基本計画である「熊本
県企業局経営戦略2020」に基づき、経営基盤の強化を図
るとともに、新規水力発電所の開発に向けた調査検討や
地域貢献に取り組んでいくこととしている。
　なお、水車発電機等更新工事の実施に伴う発電停止に
より平成30年度以降は赤字が継続したが、令和4年度に同
工事が完了し、令和5年度以降は、主力4発電所が通年で
FIT適用となることから、黒字に転じる見込みであり、以
降は安定した収入を見込んでいる。
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２．経営のリスクについて

●設備利用率
　発電方式、天候、地域特性に大きく左右されるが、令
和4年度は、水車発電機等更新工事の完了に伴う緑川第一
及び緑川第二発電所の発電再開により、設備利用率は前
年度より上昇した。

●修繕費率
　水車発電機等更新工事の完了に伴う減価償却費の増等
により営業費用が増加したが、修繕費が前年度より減少
したため（令和4年度の修繕は主に各発電所等の定期的な
保守点検や維持管理に係るもの）、修繕費率は大幅に低
下した。

●企業債残高対料金収入比率
　企業債の発行に伴い企業債残高は増加したが、緑川第
一及び緑川第二発電所がFIT適用による発電を開始したこ
とから料金収入が大幅に増加したため、企業債残高対料
金収入比率は大幅に低下した。

●有形固定資産減価償却率
　緑川第一及び緑川第二発電所の水車発電機等更新工事
の完了に伴う固定資産の更新により、未償却資産が増加
したため、有形固定資産減価償却率は低下した。

●FIT収入割合
　令和4年度は、緑川第一及び緑川第二発電所がFIT適用
による発電を開始したことにより、市房第一及び市房第
二発電所を含む主力4発電所がFIT適用となった。全7発電
所の収入の大半をFIT適用の4発電所が占めるため、FIT収
入割合は96.1%と全国平均と比べかなり高い水準となっ
た。

※風力発電所については、令和元年9月に民間譲渡を行っ
ているため、令和2年度以降のデータはない。

●施設全体 ●発電型式別
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２．経　営　の　リ　ス　ク

7.3 20.7 ■当該値 -
R03 R04

■平均値 1,533,303 1,359,753 1,430,009 1,417,603 1,498,744■平均値 9,078.5 9,106.0 9,268.1 9,846.1 10,480.4666.3 836.7 816.6■平均値 128.9 129.3 133.8 130.2 129.3■平均値 129.9 130.2 134.6 131.2 130.3

■当該値 287,783 204,249■当該値 737.5 256.3 611.0 287.4 344.5■当該値 80.9 92.2 81.0 54.8 86.3
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１．経　営　の　状　況

H30 R01 R02 R03 R04 H30 R01 R02 R03 R01 R02 R03 R04R03 R04 H30

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力量収入（千円） 75,507 1,836,429 1,911,936

合計 127,045 101,553 63,064 34,910 100,900

太陽光発電 - - - - -

風力発電 580 178 - - -

ごみ発電 - - - - -

R04

水力発電 126,465 101,375 63,064 34,910 100,900

ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

九州電力株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H30 R01 R02 R03

法適用 電気事業 非設置 31.9 　当年度未処分利益剰余金なし 　本県の電気事業は、球磨川水系の市房第一、市房第二
及び笠振発電所、緑川水系の緑川第一、緑川第二及び緑
川第三発電所並びに菊池川水系の菊鹿発電所の計7箇所の
水力発電所により、九州電力株式会社へ電力を供給して
いる。（風力発電所については令和元年9月に民間譲渡）
　経営基盤強化のため、主力4発電所（市房第一、市房第
二、緑川第一、緑川第二）の水車発電機等更新工事を進
め、令和2年度に市房第一及び市房第二発電所、令和4年
度に緑川第一及び緑川第二発電所の工事が完了し、FIT適
用による発電を開始した。
　なお、笠振発電所は、令和4年の台風14号の被害により
同年9月から令和5年3月まで発電を停止した。

●経常収支比率、営業収支比率
　平成30年度以降、水車発電機等更新工事の現場施工に
伴う発電停止により経常収支比率及び営業収支比率とも
に100%を下回っていたが、令和4年度は、同工事の完了に
伴い、緑川第一及び緑川第二発電所ともに11月からFIT適
用による発電を開始したため、経常収支比率、営業収支
比率ともに前年度より大幅に上昇した。

●流動比率
　水車発電機等更新工事に係る支払いが年度内に概ね完
了し、未払金が前年度に比べ大幅に減少（流動負債の減
少）したことから、流動比率は上昇した。

●供給原価
　緑川第一及び緑川第二発電所の水車発電機等更新工事
の完了に伴う減価償却費の増加などにより営業費用（経
常費用）が前年度の1.5倍程度に増加したが、供給電力量
が緑川第一及び緑川第二発電所のFIT適用による発電開始
により、前年度の2.6倍程度に増加したため、供給原価は
大幅に低減した。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

-
令和６年３月３１日　笠振発電所、

菊鹿発電所、緑川第三発電所
令和２２年３月３１日

市房第二発電所
無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

7 - - -

その他発電所数 料金契約終了年月日

熊本県 経営比較分析表（令和4年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 利益剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について
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